
 

 

水産業に関する提言 
 

 水産業の成長産業化と水産資源の保全・管理を図るため、国は、次の事項に

ついて積極的な措置を講じられたい。 

 

１．水産政策の着実な推進 

（１）水産資源管理制度の運用に当たっては、漁業者等関係者の理解と協力を

得たうえで、資源状況に応じた適切な資源管理指針・計画により推進する

こと。 

（２）水産資源管理に伴い厳しい経営を強いられている漁業者が安定して経営

を継続できるよう、漁業収入安定対策事業等、経営安定対策を一層推進す

ること。 

（３）諸外国の日本産水産物などの輸入規制に関し、引き続き国の責任におい

て国際社会に向け科学的根拠に基づいた説明を行うなど輸出再開に向けた

取組を強化するとともに、影響を受けた漁業者の救済に万全の措置を講じ

ること。 

   また、国内水産物の消費拡大に向けた取組や海外も含めた新規の販路開

拓への支援を講じること。 

（４）関係諸国との漁業交渉を強力に推進し、漁場の確保及び国際的な資源管

理の一層の推進を図ること。 

（５）我が国周辺の排他的経済水域内における違法操業に対する漁業取締体制

を一層強化するとともに、密漁の発生防止に向けて万全の対策を講じるこ

と。 

 

２．活力ある漁業・漁村づくりの推進 

（１）漁業の担い手を確保し、年齢バランスのとれた漁業就業構造を確立でき

るよう、漁船取得や独立自営への支援等、新規就業者の確保・育成対策を

継続・拡充するとともに、水産基盤整備等に必要な財政措置を講じること。 

   また、地域の活性化を図る取組である海業を推進するため、十分な予算

を確保すること。 

（２）燃料、飼料、漁業資材の価格高騰等により経営に大きな影響を受けてい

る漁業者への漁業経営セーフティーネットの拡充等、経営安定化対策を継
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続・強化するとともに、水産物や水産加工品の適正な価格形成に向けた国

民理解の醸成を図ること。 

 

３． 養殖漁業の経営安定化を図るため、ぎょさい制度等の充実強化を図ること。 

  また、養殖水産物の消費拡大に向け、販売活動やブランド化など支援の充

実を図ること。 

 

４．高度衛生管理への対応及び長寿命化・防災減災事業を推進するため、水産

基盤整備等への財政措置を拡充すること。 

 

５．食の安全・安心を守るため、海外からの水産物感染症等の侵入を水際で防

止する防疫対策をより一層徹底すること。 

 

６．離島地域における漁場の生産力の向上を図るため、離島漁業再生支援等交

付金を拡充すること。 

 

７．海洋環境の変化に伴う、赤潮や磯焼け、貝毒等の影響を受けた漁業者に対

して、経営継続に向けた万全の支援措置を講じるとともに、発生原因の早期

究明に向けた調査・研究への取組を強化すること。 

  また、藻場や干潟の回復や漁港内の土砂浚渫に対する支援措置の充実を図

ること。 

 

８．大規模自然災害の被災地における水産物供給機能を早期に回復するため、

被災した漁港施設、共同利用施設などの復旧・復興対策に十分な財政措置を

講じること。 
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